2012年3月27日

　　　　　　　　　　　　　　　　　全日本自治団体労働組合
2012年度介護報酬改定に関する自治労の見解
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
社会保障審議会介護給付費分科会は、2012年1月25日介護報酬改定案を了承した。今回の改定にあたっては、全体で1.2％の引き上げとなり、前回（2009年度、3％）に続きプラス改定となった。しかし、介護労働者の処遇改善のために設けられていた処遇改善交付金が廃止され、代わりに加算として介護報酬へ組み入れられたため（2％）、実質的には、0.8％のマイナス改定といえる。また、地域区分の見直しによって、一部の地域の加算率が下がり、更に減額となった。
自治労は、処遇改善交付金継続による１．「介護職員の処遇改善」、軽度者切りを阻止するために２．「訪問介護・介護予防訪問介護」の充実、新たな課題である３．「介護職員等の医療行為」を連合との連携に基づき、取り組みを進めた。

また、2012年2月28日に開催された介護給付費分科会では、次期改定に向けて、今回の改定の効果の検証や「平成24年度介護報酬改定に関する審議報告」において検討が必要とされた事項に関する実態調査等を行うことを目的として、同分科会に「介護報酬改定検証・研究委員会」を設置することが決められた。

こうした経過を踏まえて、自治労の見解を以下のとおり示すものである。
１．「介護職員の処遇改善」について
今回導入された処遇改善加算は、処遇改善交付金と同様の考え方（計画策定・実施、自治体への届出等）による算定要件を設定したが、介護報酬に組み込まれたため、介護保険料および利用者負担にも反映されることになった。
自治労が、もとめてきた処遇改善交付金を維持することはできなかったが、介護労働者の処遇改善を進めるための仕組みを残すことはできた。

一方、介護給付費分科会では、賃金改善は、労使交渉によって決められるべきとの議論があった。しかし、介護現場の賃金水準や人材不足等の現状から、労使関係によってのみ設定するには、極めて厳しい実態がある。

自治労としては、処遇改善加算の届出・請求を各事業所が行い、確実に介護労働者の手元に届くための取り組みの強化と介護職場における組織化の取り組みを進める。また、介護労働者の賃金改善については、労使交渉を重視しつつも、利用者の生活権や生存権に直結する業務内容とその社会的意義および人材確保といった課題を踏まえて、改めて検討することが必要である。

２．「訪問介護・介護予防訪問介護」について
生活援助の時間区分については、サービスの提供実態を踏まえるとともに、限られた人材の効果的活用を図り、より多くの利用者に対し、適切なアセスメントとケアマネジメントに基づき、そのニーズに応じたサービスを効率的に提供することを理由として時間区分が見直された。
しかし、今回示された内容は、介護給付費分科会の議論では現場の実態にそぐわないことや、その根拠となった資料の信用性も疑問視されてきた。
「生活援助」は、食生活や衛生の確保など、生活環境の維持・向上を図り、住み慣れた地域での生活を支えるための支援である。また、訪問介護員は1日数軒の利用者宅を訪問し、日常生活の支援だけではなく、会話や交流を通じて、孤立やメンタルケア・認知症の早期発見、悪徳商法からの保護などに役立っている。今回の改定内容は、重度者への支援を名目とした軽度者の生活環境の維持・改善による自立支援の切り捨てにつながるといえる。

また、介護事業所の経営にも大きな影響を与えるものであり、事業からの撤退や介護労働者の賃金改悪につながりかねない。

自治労としては、今回の改定による影響の把握に努め、その改善に向けた取り組みを進める。
３．「介護職員等の医療行為」について
関係法令の一部改正によって、介護福祉士及び研修を受けた介護労働者等が、登録事業所の事業の一環として、医療関係者との連携等の下にたんの吸引等を実施することが可能となった。そして、訪問介護は特定事業所加算、介護老人福祉施設は日常生活継続支援加算の算定要件の中に組み込まれた。

なお、介護労働者によるたんの吸引等は、医師の指示の下、看護職員との情報共有や適切な役割分担の下で行われることが求められている。
自治労としては、グレーゾーンとされてきた医療行為について、現場の実態に基づき、業務としての容認と報酬に反映されたことは評価できるが、医療職に対する評価等との比較や具体的な提供体制については、多くの課題（報酬、研修、医療との連携、緊急時および不測時の対応等）がある。今後は、今回の見直しによる影響の把握と必要な改善を求める取り組みを進める。
４．次期改定にむけて
2012年2月28日に開催された介護給付費分科会で同分科会に設置が決められた「介護報酬改定検証・研究委員会」を構成する委員（7人）のうち過半数（4人）が、同分科会の委員であることは、検証内容の客観性・公平性等の担保に、疑問を抱かざるを得ない。
自治労としては、現場で働く介護労働者を組合員とする当事者組織としての立場から、この委員会の動向に注視するとともに、その検証事項や経過等に応じた取り組みを進める。
　
以上
